
【福島地域協議会】

いわき市持続可能な森林・林業推進会議
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福島県
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地域の現状と課題福島県

いわき市森林組合受託林

SGEC認証林（三和地区）

境界明確化事業対象地
（三和町合戸）

遠野興産

協同組合いわき材加工センター
荒川材木店 ※ CoC取得

バイオマス発
電等

【川上の課題】
• 認証林（集約化）を拡大し、計

画的に施業したい。
• 認証林から伐採搬出した材をすべ

て認証材として扱いたい。
• 現場に行かないと資源の状況がわ

からない。（特殊材など）

【川中の課題】
• 積み替え・手数料等のコストを削減

したい。
• 効率的に集材・運搬したい。

【川下の課題】
• 年間を通じて安定的に材の供給を

得たい。
• 必要な長さ・径級の材をそろえたい。
• 認証材の認知度を高めたい。

平木材市場
※CoC未取得

平成31年認証林原木販売量 12,293m3（うち認証材5,285m3、直送330m3）

木材流通センター
※CoC取得
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事業の目的福島県

事業の目的
森林認証の取得、航空レーザー計測データの整備など、基盤の整っている地域におい
て、正確な位置情報の取得や情報共有の仕組みといった「G空間情報×ICT」技術を
導入することにより、認証材の伐採、輸送、加工に関わるコストを削減するとともに森林
所有者等への利益還元を実現する。

全体目標：
新たな仕組み（森林認証SCM）を利用し直送した認証

材の取引量を1,000m3以上とする。

令和2年度は「G空間情報×ICT」技術を活用し、伐採・搬
出の情報を共有するともに、森林認証SCMの実証を行う。

将来的に新たな仕組みを、SGEC認証林全体、隣接の林業地、県全体に拡大するこ
とを目指す。
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事業の成果福島県

経営の効率性・採算性向上（令和2年度）

取組概要
森林認証SCM（直送モデル）について、関係者（いわき市森林組合、県森林組合連合

会、荒川材木店）で協定を締結し、伐採・搬出の実証を行う。

実証地域

森林：いわき市三和地区、SGEC森林認証取得林かつ境界明確化事業実施地域

製材所：荒川材木店

伐採⇒造材⇒土場

製材所

木材市場

境界測量 準天頂衛星

事前把握 航空レーザ

伐採 チェーンソー

造材 プロセッサ

運材・搬出 フォワーダ

運送 トラック

製材所 仕分・検知

材

伝票

伝票



素材生産 伐採（チェーンソー）
造材（プロセッサ）

搬出（フォワーダ） 運送（トラック）

製材 仕分け（自動仕分機）
線量計測

検知 製材
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事業の成果福島県

経営の効率性・採算性向上（令和2年度）

実証方法
直送モデルについて、森林組合・木材市場・製材所の3者協定を締結した。

認証材を製材所に直送し、A、B材は製材所の検知データをもとに木材市場を経由する形で清算す
る。C材の対応・価格は市場価格を基準に検討中。

伐採・搬出は森林組合が請け負い、運送は森林組合が運送業者を手配。

山側では搬出量をフォワーダの台数で概算。山側での仕分け・検知は行わない。

製材所にて、仕分け、検知を実施する。
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事業の成果福島県

経営の効率性・採算性向上（令和2年度）

実証結果

伐採地：35～60年生スギ・ヒノキの間伐、7.11ヘクタール
利用材積（見込み）：690m3（スギ 671m3、ヒノキ19m3）
搬出量：（2021年1月21日時点 一部 搬出中）

流通コスト（円/m3あたり）

項目 負担 従来方式 森林認証SCM 効果

運賃 川上 1900 2100 -200

手数料 川上 500 400 100

配列料 川上 750 750

運賃 製材所 900 900

市場積込 製材所 400 400

選別費 製材所 750 -750

検証中

材価は、従来より高額とし、山元に還元する方向で検討・調整中。
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事業の成果福島県

森林情報の高度化・共有化（令和2年度）

取組概要
令和2年度は、伐採計画、搬出量、土場集積情報の共有を実装し、森林認証SCMの実証

においてシステムを利用し、フィードバックを受ける。

実証地域

いわき市三和地区、SGEC森林認証取得林かつ境界明確化事業実施地域、伐採跡地。
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事業の成果福島県

森林情報の高度化・共有化（令和2年度）

実証方法
皆伐予定地における毎木調査の実施と航空レーザとの比較

準天頂衛星（サブメータ・センチメータ・RTK）を用いた周囲測量（林内・新植地の比較）
森林認証SCMにおけるデータ管理（伐採⇒土場⇒製材工場）

準天頂衛星で測位した境界の資源量

土場情報の共有
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事業の成果福島県

森林情報の高度化・共有化（令和2年度）

実証結果（皆伐予定地等の航空レーザの比較）

●スギ
●ヒノキ
●マツ

【樹頂点】
林相が揃い密度が低
いと比較的抽出できて
いる。
林相が不ぞろいで密度
が高いと現地よりも樹
頂点数が少なくなって
いる。

アカマツは抽
出されている。

スギの判定実際はヒノキ
の若齢林・差が大きい。

スギの高齢林・比較的差は小さい

毎木と比較し材積は大きく・本数は小さい傾向はあるものの、本数密度が低いほうが誤差が小さい。



©2018 JAPAN FOREST TECHNOLOGY ASSOCIATION, SUMITOMO FORESTRY All Rights Reserved 10

事業の成果福島県

森林情報の高度化・共有化（令和2年度）

実証結果
計測方式 方式 コスト 林内 新植地

SLAS サブメータ級精度 低 最も測位が安定
水平バラつき0.5～3m

安定して測位可能
水平バラつき1～2m

CLAS センチメータ級精度
※2020年11月から増強

中 高精度の測位が困難
水平バラつき0.3～4m

ー

RTK 基準局の情報から相対的に
位置を補正

高 通信できず。後補正で場所
により1m以内の精度

林縁以外はばらつき数cm
（精度検証に利用）

専用アンテナ+三脚

林内での移動中でもSLAS受信が可能。

電子コンパスとの面積の差は林内で10%
程度、新植地で5％以内。

林内において、SLASが最も安定して測位が可能。収束値の調整により精度向上が期待される。
CLAS、RTKは林内では期待した精度が得られなかった。境界明確化・伐採植栽の周囲測量に利用
できる精度が得られる可能性がある。

現場作業員数・測位結果のGISデータまで含めて、電子コンパスよりコストで優位。

精度・電子コンパスとの工数比較・コストとりまとめ中
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事業の成果（共有する情報と効果）福島県

伐採搬出（森林組合等）
• 取引量の拡大
• 計画的な伐採
• 土場・運搬の効率化、

資源管理（森林組合）
• 測量や現地探索のコストを

削減したい。

運搬・加工（荒川材木店）
・ 必要な量・質の材の安定確
保

• 材の希望（径級等）

データ

• 境界測量結果
• 作業エリア・期間

• 搬出予定
• 土場情報
• 運材情報

効果 これまで個別で管理していた情報を共有 ⇒ 安定的な取引につながる可能性

運搬・加工（遠野興産）
・ 運搬の効率化

• 運材情報
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体制整備における工夫・課題福島県

推進会議参加事業体等の意識
将来に対する危機感は共有（変えていかないといけない）

個々のコストダウンは限界（連携して取り組まなければいけない）

体制整備における工夫
流域活性化センター（森林組合）が主導（動かしやすい）

川上から川下の事業者が参画（一体となって取り組みやすい）

市町村界、県事務所管轄、森林組合管轄が一致（連携しやすい）

体制整備における課題
後継者の確保、次世代の参画（若者を取り込み、受け継ぎたい）

木材市場の理解と役割分担

① G空間情報の活用検討WG
② 認証森林からの伐採・搬出までの情報把握
③ 認証材の輸送から加工・製材までの情報把握


